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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 122,786 5.7 8,914 8.3 9,523 △2.8 5,824 11.4
22年3月期 116,219 △17.7 8,228 △5.4 9,793 9.3 5,229 13.5

（注）包括利益 23年3月期 4,564百万円 （△41.9％） 22年3月期 7,859百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 82.86 ― 4.8 5.1 7.3
22年3月期 73.04 ― 4.5 5.3 7.1

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  293百万円 22年3月期  149百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 184,302 122,401 65.7 1,739.18
22年3月期 186,920 120,751 64.2 1,675.56

（参考） 自己資本   23年3月期  121,133百万円 22年3月期  119,968百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 10,761 △2,357 △9,820 12,332
22年3月期 9,296 △19,896 △86 13,816

2.  配当の状況 

（注）次期の配当につきましては、現時点で業績予想が困難であることから、未定としております。今後、予想が可能となりました段階で、速やかに公表いた
します。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 9.00 ― 10.00 19.00 1,360 26.0 1.2
23年3月期 ― 10.00 ― 11.00 21.00 1,462 25.3 1.2

24年3月期(予想) ― ― ― ― ― ―

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
 平成24年３月期の連結業績予想については、平成23年３月11日に発生した東日本大震災の影響により、現時点では合理的な算定が困難です。従いまし
て、連結業績予想の開示が可能となった時点で開示する予定です。 



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 74,239,892 株 22年3月期 74,239,892 株

② 期末自己株式数 23年3月期 4,590,515 株 22年3月期 2,640,764 株

③ 期中平均株式数 23年3月期 70,300,113 株 22年3月期 71,602,541 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 75,097 5.0 4,914 18.0 5,741 △6.6 3,372 △10.8

22年3月期 71,503 △14.4 4,164 37.0 6,146 67.9 3,781 104.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 47.97 ―

22年3月期 52.81 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 140,777 79,324 56.6 1,138.91
22年3月期 146,581 80,015 54.6 1,117.55

（参考） 自己資本 23年3月期  79,324百万円 22年3月期  80,015百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融証券取引法に基づく連結財務諸表の
監査手続きは終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 平成24年３月期の連結業績予想および個別業績予想については、平成23年３月11日に発生した東日本大震災の影響により、現時点では合理的な算定
が困難です。従いまして、連結業績予想および個別業績予想の開示が可能となった時点で開示する予定です。 
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 １．経 営 成 績 

（１）経営成績に関する分析 

当連結会計年度におけるわが国経済は、製造業の生産や輸出に持ち直しの動きが見られましたが、引き続き

の円高等もあり、先行き不透明なまま推移してまいりました。こうした中、３月に発生した東日本大震災は、被災

地域のみならず、他地域の経済にも大きな影響を与える事態となりました。 

当物流業界におきましては、製造業の生産増加により、昨年に比べて貨物取扱量は増加してきましたが、リー

マンショック以前の水準までには回復しない中で発生した東日本大震災は、自動車業界を始めとする主要顧客の

生産活動に大きな影響を及ぼすこととなり、当社グループの業績にも影響を与える結果となりました。 

 当社グループの売上高につきましては、前年同期比 5.7％増の 1,227 億 86 百万円となりました。その要

因といたしましては、震災発生以前において、主要顧客である自動車業界を中心に製造業の生産が増加し、

貨物取扱量が増加したためであります。 

営業利益につきましては、前年同期比 8.3％増の 89 億 14 百万円となりました。その主な要因といたし

ましては、業務量の増加や設備投資の抑制による減価償却費の減少などによるものであります。 

経常利益につきましては、前年同期比 2.8％減の 95 億 23 百万円となりました。営業外収益につきまし

ては、持分法投資利益は増加しましたが、受取利息の減少や前年同期にありました投資有価証券評価益が

なくなったことにより、前年同期比22.4％減の16億 25百万円となりました。営業外費用につきましては、

投資有価証券評価損や為替差損の発生により、前年同期比 91.5％増の 10 億 16 百万円となりました。 

当期純利益につきましては、震災に伴う災害損失を特別損失に計上しましたが、前年同期にありました

早期割増退職金がなくなったこと、中越テック株式会社の株式を取得したことによる負ののれん発生益が

あり 11.4％増の 58 億 24 百万円となりました。 

 

セグメント別の営業概況は次のとおりであります。 

 

【事業の種類別】 

運 送 事 業 

景気の持ち直しによる震災前までの輸送量増加や、NPPON KONPO VIETNAM CO.,LTD.について重要性が増し

たため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めたことにより、運送事業収入は前年同期比 9.9％増の 577 億

79 百万円となりました。営業利益は、燃料価格の高騰はあったものの、設備投資の抑制による減価償却費の減少等

により、前年同期比 3.3％増の 23 億 50 百万円となりました。 

倉 庫 事 業 

売上高は、前年同期比 0.2％増の 174 億 97 百万円となりました。営業利益は、減価償却費の減少や外部倉庫の賃

借料の減少等により、前年同期比 13.8％増の 35 億 39 百万円となりました。 

梱 包 事 業 

タイ国の子会社における輸出梱包業務に係る梱包資材が無償支給になったことによる売上高の減少はありました

が、日本国内の業務量増加や、タイ国の子会社における決算日変更に伴う３ヶ月分の売上高増加等により、梱包作業

収入は前年同期比 4.1％増の 330 億 25 百万円となりました。営業利益は、業務の効率化や経費削減により、前年同期

比 20.1％増の 21 億７百万円となりました。 

 

 

 



  

テスト事業 

震災以降の大幅な業務量減少により、売上高は前年同期比3.5％減の76億円となりました。営業利益は、業務量

減少の影響を受け、前年同期比 96.0％減の４百万円となりました。 

 

次期の見通しといたしましては、東日本大震災の経済に与える影響が懸念され、景気の先行きは予断を許さない

状況が続くものと考えられます。 

また物流業界におきましても、当社グループの主要顧客である自動車業界を始めとする企業の貨物取扱量が、震

災以前の水準にもどるまでは、厳しい経営環境が続くものと思われます。 

こうした中で当社グループは、安全対策や環境対策等を推進するとともに、多様化する顧客のニーズに合った物

流サービス、物流効率化の積極提案と、低コスト化を強化推進し、業績の継続的な向上に努めていく所存でございま

す。 

なお、次期の業績予想につきましては、平成 23 年３月 11 日に発生いたしました東日本大震災の影響によ

り、現段階では不確定要素が多く合理的な算定が困難であるため、未定とさせていただきます。予想が可能

となりました時点で、速やかに公表いたします。 

 

（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

（イ）資産 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて 3.2％減少し、507 億 32 百万円となりました。これは、有価証券が 35

億３百万円減少し、現金及び預金が 10 億 19 百万円増加したこと等によります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べて 0.7％減少し、1,335 億 70 百万円となりました。これは、投資有価証券

が 15 億 77 百万円減少し、有形固定資産が６億 90 百万円増加したこと等によります。 

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて 1.4％減少し、1,843 億２百万円となりました。 

（ロ）負債 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて 2.8％増加し、289 億 19 百万円となりました。これは、１年内償還予定

の社債が 50 億円、支払手形及び買掛金が８億 15 百万円、設備関係支払手形が３億 53 百万円増加し、短期借入

金が 42 億 90 百万円、未払法人税等が 10 億 48 百万円減少したこと等によります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べて 13.3％減少し、329 億 81 百万円となりました。これは、社債が 54 億円

減少したこと等によります。 

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて 6.5％減少し、619 億円となりました。 

（ハ）純資産 

純資産は、前連結会計年度末に比べて 1.4％増加し、1,224 億１百万円となりました。これは、利益剰余金が 44

億 60 百万円、自己株式が 20 億３百万円増加したこと等によります。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べて 14 億 84 百万円(10.7%)減少し、当連結会計年度末には 123 億 32 百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 

 



  

（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果得られた資金は 107 億 61 百万円となり、前連結会計年度に比べ 14 億 64 百万円(15.8%)増加い 

たしました。この要因といたしましては、仕入債務の増減額によるキャッシュ・フローの増加が主なものであります。 

（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果支出した資金は 23 億 57 百万円となり、前連結会計年度に比べ 175 億 38 百万円(88.2%)減少い

たしました。この要因といたしましては、定期預金の払戻による収入の増加、有形固定資産の取得による支出の減

少が主なものであります。 

（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果支出した資金は 98 億 20 百万円となり、前連結会計年度に比べて 97 億 34 百万円増加いたしま

した。この要因といたしましては、長期借入金の返済による支出の増加、自己株式の取得による支出の増加、長期

借入れによる収入の減少が主なものであります。 

 

 

 

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標トレンドは、下記のとおりであります。 

 平成２０年３月期 平成２１年３月期 平成２２年３月期 平成２３年３月期 

自己資本比率（%） ６２．７  ６１．９  ６４．２  ６５．７  

時価ベースの 

自己資本比率（%） 
５４．０  ３０．４  ４０．５  ３５．１  

キャッシュ・フロー 

対有利子負債比率（%） 
１９５．２  ２３０．３  ３７５．８  ２７８．７  

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ（倍） 
６０．８  ４０．６  ２２．０  ２９．１  

※自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ･フロー／利払い 

１．指標は、いずれも連結ベースの財務諸表により計算しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

３．キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。 

４．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象としており

ます。また、利払いについては、連結キャッシュ･フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社の利益配分の基本方針は、今後の収益予想、企業体質の強化、配当性向などを総合的に勘案し、安定した

配当の継続を行うことであります。 

内部留保資金につきましては、取引先のニーズに応えるための物流施設の投資、情報化投資及び財務体質強化

資金等に充てることとしております。 

なお、平成 23 年３月期の期末配当金につきましては、予想通りの 11 円といたしたいと存じます。 

また、次期の配当につきましては、現時点では事業環境が不透明なため、未定とさせていただきます。業績が見

通せた段階で速やかに開示いたします。 

 

 



  

２．企 業 集 団 の 状 況 

最近の有価証券報告書（平成 22 年 6 月 30 日提出）における「事業の系統図（事業の内容）」及び「関係会社の状

況」から重要な変更がないため開示を省略します。 

 

 

 

３．経 営 方 針  

（１）会社の経営の基本方針 

当社グループは物流の最高使命である安全・確実・迅速の三原則を基本方針として、貨物自動車運送事業、倉

庫事業、荷造梱包事業を主体とし、ほかにこれらに付帯する一切の事業を併せて行い、いわゆる物資の流通に関

する一貫体制を整えた総合物流事業者として、社会の発展に貢献することを基本理念としています。 

これらの事業を遂行し、適正な利潤の確保と会社の安定した成長を図り、株主及び社員に報いるとともに、豊か

な社会の実現に貢献していきたいと考えております。 

 

（２）目標とする経営指標 

当社グループは、３か年の中期経営計画の「Innovation2013」を策定し、平成 22 年４月からスタートしました。 

最終年度である平成 25 年３月期においては、連結売上高 1,600 億円、連結営業利益 144 億円、連結当期純利益

88 億円を計画しております。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

中期経営計画「Innovation2013」においては、『チャレンジングマインドで世界の成長を取り込もう』をスローガンに、

得意領域の進化と拡大、海外展開力の強化、環境ビジネス対応力の強化、変化に対する対応力の強化に取り組ん

でまいります。 

 

（４）会社の対処すべき課題 

①法的規制等について 

当社グループの営む事業について、運送事業の一部（貨物自動車運送事業、貨物利用運送事業）につきまし

ては、「自動車から排出される窒素酸化物の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法（自動車 NOx・

PM 法）」や「生活環境確保条例」等の規制を受けております。 

これらの法規制等への対応については、車両の代替及び排出ガス低減装置の取付けを効果的、効率的に行う

ことによりコストへの影響を最小限にとどめております。 

しかしながら、今後規制の内容の変更等が生じた場合、更なるコストの発生が考えられます。 

②燃料価格の高騰について 

世界的な燃料需要の増加や原油供給不安などを背景に、燃料価格の高騰が危惧され、当社グループの主要

事業である運送事業において、営業車両の燃料コストの更なる上昇が考えられます。 

③重大事故の発生可能性について 

当社グループにおきましては、順法精神に則り社会的責任を最優先に営業活動を行っておりますが、万一重大

な交通事故等が発生してしまった場合には、社会的及び顧客の信用が低下するとともに、事業所の営業停止、事

業許可の取り消し等の行政処分を受ける可能性があります。 

その場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,158 13,177

受取手形及び売掛金 21,650 22,135

有価証券 15,096 11,593

商品及び製品 33 39

原材料及び貯蔵品 525 518

繰延税金資産 1,410 1,403

その他 1,558 1,883

貸倒引当金 △38 △18

流動資産合計 52,395 50,732

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 100,891 103,971

減価償却累計額 △58,882 △62,534

建物及び構築物（純額） 42,008 41,436

機械装置及び運搬具 27,483 27,899

減価償却累計額 △24,591 △25,439

機械装置及び運搬具（純額） 2,891 2,459

工具、器具及び備品 4,121 4,203

減価償却累計額 △3,271 △3,493

工具、器具及び備品（純額） 850 709

土地 59,203 61,405

リース資産 58 273

減価償却累計額 △16 △90

リース資産（純額） 41 182

建設仮勘定 680 171

有形固定資産合計 105,675 106,365

無形固定資産   

のれん 356 301

その他 1,575 1,600

無形固定資産合計 1,931 1,902

投資その他の資産   

投資有価証券 23,250 21,672

長期貸付金 445 124

繰延税金資産 1,641 1,828

その他 1,662 1,785

貸倒引当金 △81 △108

投資その他の資産合計 26,918 25,302

固定資産合計 134,525 133,570

資産合計 186,920 184,302



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 9,214 10,030

短期借入金 6,477 2,187

1年内償還予定の社債 400 5,400

リース債務 11 59

未払法人税等 2,649 1,600

賞与引当金 2,200 2,173

役員賞与引当金 190 157

災害損失引当金 － 251

設備関係支払手形 441 795

その他 6,542 6,264

流動負債合計 28,127 28,919

固定負債   

社債 16,200 10,800

長期借入金 11,117 10,775

リース債務 31 127

繰延税金負債 4,695 4,551

退職給付引当金 4,777 5,188

役員退職慰労引当金 884 878

その他 334 659

固定負債合計 38,041 32,981

負債合計 66,168 61,900

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,316 11,316

資本剰余金 12,332 12,332

利益剰余金 94,524 98,985

自己株式 △4,124 △6,128

株主資本合計 114,048 116,505

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 7,080 6,411

為替換算調整勘定 △1,160 △1,783

その他の包括利益累計額合計 5,919 4,627

少数株主持分 783 1,268

純資産合計 120,751 122,401

負債純資産合計 186,920 184,302



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高   

運送収入 52,575 57,779

倉庫収入 17,456 17,497

梱包収入 31,727 33,025

その他の収入 14,460 14,484

売上高合計 116,219 122,786

売上原価   

運送原価 46,944 51,898

倉庫原価 13,426 13,114

梱包原価 28,158 29,069

その他の原価 12,938 13,236

売上原価合計 101,468 107,319

売上総利益 14,750 15,467

販売費及び一般管理費   

人件費 4,300 4,418

賞与引当金繰入額 212 204

役員賞与引当金繰入額 190 157

退職給付費用 176 108

役員退職慰労引当金繰入額 136 113

減価償却費 562 505

租税公課 372 296

旅費及び交通費 213 238

貸倒引当金繰入額 － 28

その他 1,072 1,064

販売費及び一般管理費合計 6,521 6,552

営業利益 8,228 8,914

営業外収益   

受取利息 458 244

受取配当金 197 270

受取賃貸料 74 69

持分法による投資利益 149 293

為替差益 1 －

投資有価証券評価益 553 －

雑収入 659 747

営業外収益合計 2,095 1,625

営業外費用   

支払利息 431 368

シンジケートローン手数料 3 1

為替差損 － 196

投資有価証券評価損 － 258

雑支出 95 191

営業外費用合計 530 1,016

経常利益 9,793 9,523



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 74 30

貸倒引当金戻入額 － 17

抱合せ株式消滅差益 9 －

負ののれん発生益 － 427

その他 1 18

特別利益合計 86 493

特別損失   

固定資産売却損 10 4

固定資産除却損 35 88

投資有価証券評価損 14 －

投資有価証券売却損 44 0

減損損失 － 99

災害による損失 － 13

災害損失引当金繰入額 － 251

早期割増退職金 291 －

その他 － 3

特別損失合計 396 460

税金等調整前当期純利益 9,483 9,556

法人税、住民税及び事業税 4,032 3,562

法人税等調整額 132 135

法人税等合計 4,165 3,698

少数株主損益調整前当期純利益 － 5,857

少数株主利益 88 32

当期純利益 5,229 5,824



（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 5,857

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △669

為替換算調整勘定 － △592

持分法適用会社に対する持分相当額 － △30

その他の包括利益合計 － ※2  △1,292

包括利益 － ※1  4,564

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 4,532

少数株主に係る包括利益 － 32



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 11,316 11,316

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,316 11,316

資本剰余金   

前期末残高 12,332 12,332

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,332 12,332

利益剰余金   

前期末残高 90,583 94,524

当期変動額   

剰余金の配当 △1,288 △1,412

当期純利益 5,229 5,824

自己株式の処分 － △0

連結範囲の変動 － △62

持分法の適用範囲の変動 － 111

当期変動額合計 3,940 4,460

当期末残高 94,524 98,985

自己株式   

前期末残高 △4,117 △4,124

当期変動額   

自己株式の処分 － 0

自己株式の取得 △7 △2,004

当期変動額合計 △7 △2,003

当期末残高 △4,124 △6,128

株主資本合計   

前期末残高 110,115 114,048

当期変動額   

自己株式の処分 － 0

自己株式の取得 △7 △2,004

剰余金の配当 △1,288 △1,412

当期純利益 5,229 5,824

連結範囲の変動 － △62

持分法の適用範囲の変動 － 111

当期変動額合計 3,933 2,456

当期末残高 114,048 116,505



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 4,415 7,080

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,664 △669

当期変動額合計 2,664 △669

当期末残高 7,080 6,411

為替換算調整勘定   

前期末残高 △1,038 △1,160

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △121 △623

当期変動額合計 △121 △623

当期末残高 △1,160 △1,783

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 3,377 5,919

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,542 △1,292

当期変動額合計 2,542 △1,292

当期末残高 5,919 4,627

少数株主持分   

前期末残高 718 783

当期変動額   

連結子会社株式の取得による持分の増減 － 478

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 64 6

当期変動額合計 64 485

当期末残高 783 1,268

純資産合計   

前期末残高 114,211 120,751

当期変動額   

自己株式の処分 － 0

自己株式の取得 △7 △2,004

剰余金の配当 △1,288 △1,412

当期純利益 5,229 5,824

連結範囲の変動 － △62

持分法の適用範囲の変動 － 111

連結子会社株式の取得による持分の増減 － 478

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,607 △1,285

当期変動額合計 6,540 1,649

当期末残高 120,751 122,401



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 9,483 9,556

減価償却費 6,129 5,336

のれん償却額 54 54

賞与引当金の増減額（△は減少） △147 △48

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △42 △32

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5 △5

退職給付引当金の増減額（△は減少） △182 209

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 42 △40

受取利息及び受取配当金 △656 △514

支払利息 431 368

持分法による投資損益（△は益） △149 △293

負ののれん発生益 － △427

固定資産除却損 29 56

有形固定資産売却損益（△は益） △64 △25

災害による損失 － 13

災害損失引当金繰入額 － 251

売上債権の増減額（△は増加） △494 408

その他の資産の増減額（△は増加） 359 △172

仕入債務の増減額（△は減少） △1,118 547

その他の負債の増減額（△は減少） △1,251 △840

その他 △649 563

小計 11,767 14,962

利息及び配当金の受取額 535 687

利息の支払額 △423 △369

災害損失の支払額 － △5

法人税等の支払額 △2,583 △4,513

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,296 10,761

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △4,435 △6,219

定期預金の払戻による収入 439 7,249

有価証券の取得による支出 △10,720 △9,148

有価証券の売却による収入 5,464 9,023

有形固定資産の取得による支出 △8,149 △2,373

有形固定資産の売却による収入 354 73

無形固定資産の取得による支出 △154 △165

投資有価証券の取得による支出 △3,866 △1,039

投資有価証券の売却による収入 1,013 1,415

貸付けによる支出 △749 △300

貸付金の回収による収入 906 85

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

－ △957

投資活動によるキャッシュ・フロー △19,896 △2,357



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 2,400 2,509

短期借入金の返済による支出 △2,660 △2,509

長期借入れによる収入 3,027 －

長期借入金の返済による支出 △1,090 △6,051

社債の償還による支出 △400 △400

自己株式の取得・売却による収支 △7 △2,003

配当金の支払額 △1,288 △1,412

少数株主への配当金の支払額 △25 △26

その他 △40 73

財務活動によるキャッシュ・フロー △86 △9,820

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2 △160

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △10,688 △1,576

現金及び現金同等物の期首残高 24,185 13,816

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 287 92

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

32 －

現金及び現金同等物の期末残高 13,816 12,332



  

（5）継続企業の前提に関する注記 

      該当事項はありません。 

 

 （6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

 １．連結の範囲に関する事項 

 （１）連結子会社は 25 社であり、次のとおりであります。 

      ㈱ 日 本 陸 送 

      ㈱ メ イ コ ン 

      日 本 運 輸 ㈱ 

      ㈱ オ ー ト テ ク ニ ッ ク 

      ㈱オートテクニックジャパン 

      ㈱ デ ポ ッ ク ス 

      エヌケイエンジニアリング㈱ 

      ㈱ ニ ッ コ ン 九 州 

      日 本 梱 包 運 輸 ㈱ 

      NK PARTS INDUSTRIES,INC. 

      ㈱ 東 倉 庫 

      ㈱ テ ク ニ ッ ク サ ー ビ ス 

      日 輸 商 事 ㈱ 

      A . N . I .  L O G I S T I C S , L T D .  

      N K  A M E R I C A , I N C .  

NKA TRANSPORTATION, I N C . 

N K A  L O G I S T I C S, I N C . 

NIPPON KONPO(THAILAND)CO.,LTD. 

菱     自    運    輸    ㈱ 

NKA CUSTOMS SERVICE,INC. 

日 梱 物 流(中国)有 限 公 司 

NIPONN KONPO VIETNAM CO.,LTD.※１ 

NK Brasil Logistica Ltda.※２ 

中 越 テ ッ ク ㈱※３ 

札 幌 新 聞 輸 送 ㈱※４ 

 

※１ NIPONN KONPO VIETNAM CO.,LTD.は、その重要性が増したため、当連結会計年度より連結子会社として

おります。 

※２ NK Brasil Logistica Ltda.は新たに設立したため、当連結会計年度より連結子会社としております。 

※３ 中越テック㈱は、その株式を取得したため、当連結会計年度より連結子会社としております。 

※４ 札幌新聞輸送㈱は、その親会社である中越テック㈱の株式を取得したため、当連結会計年度より連結

子会社としております。 

 

 

 



  

 

（２）非連結子会社は、㈱セフテック他 12 社であります。 

非連結子会社は総資産・売上高・利益及び利益剰余金等（持分に見合う額）の観点からみていずれも小規模で

あり、全体としても連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないので連結の範囲から除外したものであります。 

        

 ２．持分法の適用に関する事項 

（１）非連結子会社 10 社及び関連会社 富田－日梱儲運（広州）有限公司、アイパック㈱に対する投資については、

持分法を適用しております。 

また、㈱テクニカルニッポンは重要性が増したため、青森チューエツ運輸㈱、中越興業㈱、中越輸送㈱、三松

運送㈱は、その親会社である中越テック㈱の株式を取得したため、当連結会計年度より持分法を適用しておりま

す。 

なお、非連結子会社 PT NIPPON KONPO INDONESIA、NKV LOGISTICS LTD.、NIPPON KONPO INDIA PRIVATE LTD.

及び関連会社 S&N ロジスティクス㈱、広州東風日梱物流有限公司については、利益及び利益剰余金等の観点から

みていずれも小規模であり、全体としても連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないので持分法の適用から除

外しております。 

（２）持分法の適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度にかかる財務諸表を

使用しております。 

 

 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

従来、連結子会社のうち、A.N.I. LOGISTICS,LTD.、NIPPON KONPO(THAILAND)CO.,LTD.及び日梱物流（中国）有限

公司の決算日は、12 月 31 日とし、連結財務諸表の作成に当たっては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行ってまいりました。この度、より実態に即した経営情

報を把握するために、当連結会計期間より、決算日変更の対応が可能となった A.N.I. LOGISTICS,LTD.、NIPPON 

KONPO(THAILAND)CO.,LTD.について、決算日を３月 31 日に変更しております。これにより A.N.I. LOGISTICS,LTD.、

NIPPON KONPO(THAILAND)CO.,LTD.については、平成 22 年１月１日から平成 23 年３月 31 日までの財務諸表を連結し

ております。 

 

   ４．会計処理基準に関する事項 

(資産除去債務に関する会計基準の適用) 

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号 平成 20 年 3 月 31 日）及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年 3 月 31 日）を適用しております。なお、

これによる連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 

 

なお、上記連結の範囲に関する事項、持分法の適用に関する事項、連結子会社の事業年度等に関する事項、会計処  

理基準に関する事項のうち、資産除去債務に関する会計基準の適用事項以外は、最近の有価証券報告書（平成 22 年６

月 30 日提出）における記載から重要な変更がないため開示を省略しております。 

 

 

 

 

 



  

（7）表示方法の変更 

 （連結損益計算書） 

   当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号 平成 20 年 12 月 26 日）に基づき、 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成 21 年３月 24 日内閣政令題 

５号）の適用により、当期連結会計期間では「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。 

 

（8）追加情報 

   当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 25 号 平成 22 年６月 30 日）を適用し 

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額は、 

「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」の金額を記載しております。 

 

（9）連結財務諸表に関する注記事項  

 
（連結包括利益計算書関係） 

当連結会計年度(自 平成 22 年 4月 1日 至 平成 23 年 3月 31 日) 

 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

   親会社株主に係る包括利益          7,772 百万円 

   少数株主に係る包括利益             87     

             計           7,859  

   

   ※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

     その他有価証券評価差額金          2,664 百万円 

     為替換算調整勘定              △127 

     持分法適用会社に対する持分相当額          3     

                             計                      2,541 

 

 
（連結株主資本等変動計算書関係） 

   当連結会計年度(自 平成 22 年 4月 1日 至 平成 23 年 3月 31 日) 

 

  １．配当に関する事項 

   (１)配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 

(百万円) 

1 株当たり配当額 

(円) 

基準日 効力発生日 

平成 22 年 6月 29 日 

定時株主総会 
普通株式 715 10 平成 22 年 3 月 31 日 平成 22 年 6 月 30 日

平成 22 年 11 月５日 

取締役会 
普通株式 696 10 平成 22 年 9 月 30 日 平成 22 年 12 月 9 日

   

   (２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

(百万円) 

1 株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成 23 年 6月 29 日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 766 11 平成 23 年 3 月 31 日 平成 23 年 6 月 30 日



  

（セグメント情報等） 

 

ａ.事業の種類別セグメント情報 

 

前連結会計年度（平成 21 年 4月 1日～平成 22 年 3月 31 日）                    （単位：百万円） 

 運送事業 倉庫事業 梱包事業 テスト事業 その他事業 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益  

  売 上 高          

(1)外部顧客に対する売上高         

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高         

52,575

141

 

 

17,456 

267 

31,727

376

7,873

18

6,586

751

 

 

116,219 

1,556 

－

( 1,556 )

116,219

－

計 52,717 17,723 32,103 7,892 7,338 117,775 ( 1,556 ) 116,219

  営 業 費 用 50,441 14,612 30,349 7,788 6,631 109,823 ( 1,833 ) 107,990

  営 業 利 益 2,275 3,110 1,754 104 706 7,951 277 8,228

Ⅱ 資産、減価償却費及び資

本的支出 

  

   資 産          68,406 56,852 34,307 2,295 8,142 170,004 16,915 186,920

   減 価 償 却 費          2,027 3,090 745 57 207 6,129 － 6,129

   資 本 的 支 出          873 1,802 399 36 166 3,278   － 3,278

 （注）1.事業区分は売上集計区分によっております。 

2.各事業の主な内容 

(1)運 送 事 業……四輪・二輪完成自動車及び自動車部品・住宅設備・農業用機械の輸送 

(2)倉 庫 事 業……四輪・二輪完成自動車及び自動車部品・住宅設備・農業用機械の保管 

(3)梱 包 事 業……作業請負・自動車部品等の納入代行・輸出梱包 

(4)テスト事業……預り商品のテスト 

(5)その他事業……通関業・車両等の修理・石油製品の販売・損害保険代理業・不動産の売買、賃貸及びその仲介管理・廃

棄物の処理及び収集に関する事業 

3.配賦不能営業費用に該当するものはありません。 

4.資産のうち、消去又は全社の項目の金額は、全て全社資産の金額であり、その主なものは、親会社での余資運用資金（預金

及び有価証券等）、長期投資資金（投資有価証券）などであります。 

5.減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却額が含まれております。 

 

 

ｂ.所在地別セグメント情報 

 

前連結会計年度（平成 21 年 4月 1日～平成 22 年 3月 31 日）                    （単位：百万円） 

 日 本 北 米 アジア 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益 

  売 上 高          

(1)外部顧客に対する売上高         

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高         

 

 

104,714 

175 

7,147

47

4,357

43

116,219

266

 

 

－ 

( 266 ) 

116,219

－

計 104,890 7,195 4,400 116,485 ( 266 ) 116,219

  営 業 費 用 97,099 6,791 4,365 108,256 ( 266 ) 107,990

  営 業 利 益 7,790 404 34 8,228 0  8,228

 Ⅱ資 産                151,212      5,043      4,648      160,904      26,015       186,920

（注）1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   2.本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

   （1）北米……米国 

   （2）アジア……タイ、中国 

    3.配賦不能営業費用に該当するものはありません。 

    4.資産のうち、消去又は全社の項目の金額は、全て全社資産の金額であり、その主なものは、親会社での余資運用資金（預金

及び有価証券等）、長期投資資金（投資有価証券）などであります。 



  

 

ｃ.海外売上高 

 

 

前連結会計年度（平成 21 年 4月 1日～平成 22 年 3月 31 日）                   （単位：百万円） 

 北 米 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高     7,147 4,398 0 11,546

Ⅱ 連結売上高 － － － 116,219

Ⅲ 連結売上高に占める

海外売上高の割合(%) 
6.1 3.8 0.0 9.9

（注）1.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   2.本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

   （1）北米……米国 

   （2）アジア……タイ、中国、インドネシア、ベトナム、マレーシア、フィリピン、シンガポール 

    (3) その他……イタリア 

   3．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

 

 

 

【セグメント情報】 

 

１.報告セグメントの概要 

 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分の 

決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、提供するサービスの種類により、「運送事業」、「倉庫事業」、「梱包事業」及び「テスト事業」の４つを報告 

セグメントとしております。 

「運送事業」は、四輪・二輪完成自動車及び自動車部品、住宅設備、農業用機械等の輸送を行っております。「倉庫事業」 

は、四輪・二輪完成自動車及び自動車部品、住宅設備、農業用機械等の保管を行っております。「梱包事業」は、作業請負、 

自動車部品等の納入代行、輸出梱包等を行っております。「テスト事業」は、預り商品のテスト等を行っております。 

 

２.報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額算定方法 

 

   報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載と 

   概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間取引は市場実勢価格に基 

づいております。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

 

 

 ３.報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

 

  当連結会計年度〔平成 22 年 4月 1日～平成 23 年 3月 31 日）                （単位：百万円）  

報告セグメント 

 
運送事業 倉庫事業 梱包事業 テスト事業    計 

  その他 

  (注)１ 
  合計 

  調整額 

  (注)２ 

  連結 

財務諸表

計上額 

（注）３

売上高 

外部顧客への売上高 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

 

57,779

 

182

 

 

17,497 

 

290 

 

 

33,025

 

419

 

 

7,600

 

23

         

 

115,902

 

916

 

 

6,884

 

898

 

 

122,786 

 

1,814 

 

 

－

 

△1,814

 

 

122,786

 

－

 

計 57,962 17,788 33,445 7,623 116,818 7,782 124,601 △1,814 122,786

セグメント利益 2,350 3,539 2,107 4 8,001 645 8,646 267 8,914

  セグメント資産 72,482 54,087 34,631 3,651 164,854 9,907 174,761 9,540 184,302

その他項目 

 減価償却費 

 のれんの償却額 

減損損失 

 持分法投資利益 

負ののれん発生益 

 有形固定資産及び無形固

定資産の増加額 

     

1,523

54

50

129

386

 

1,032

     

2,839 

－ 

37 

－ 

6 

 

1,293 

     

735

－

11

128

24

 

403

      

46

－

－

－

－

 

19

    

5,144

54

99

257

416

 

2,748

      

191

－

0

35

10

 

217

     

5,336 

54 

99 

293 

427 

 

2,965 

       

－

－

－

－

－

 

－

    

5,336

54

99

293

427

 

2,965

 （注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、通関事業及び自動車の修理事業等を含んで 

おります。 

２．セグメント資産の調整額 9,540 百万円は、主に親会社での余資運用資金（預金及び有価証券等）、長期投資資金（投資有

価証券）などであります。 

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

４．「３．連結子会社の事業年度に関する事項」に記載のとおり、A.N.I. LOGISTICS,LTD.、NIPPON KONPO(THAILAND)CO.,LTD.

を当期連結会計年度より、決算日を３月 31 日に変更しております。これにより A.N.I. LOGISTICS,LTD.、NIPPON 

KONPO(THAILAND)CO.,LTD.については、平成 22 年１月１日から平成 23 年３月 31 日までの財務諸表を連結しております。 

   なお、平成 22 年１月１日から平成 22 年３月 31 日の A.N.I. LOGISTICS,LTD.、NIPPON KONPO(THAILAND)CO.,LTD.の売上

高は、運送事業に 324 百万円、梱包事業に 334 百万円、その他事業に 52 百万円、セグメント利益は、運送事業に 44 百万

円、梱包事業に 67 百万円、その他事業に△４百万円含まれております。 

５. 減価償却費、および有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用とその償却額が含まれております。 

 

(追加情報) 

 当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第 17 号 平成 21 年３月 27 日）及び 

「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 20 号 平成 20 年３月 21 日）を適用し 

ております。  

 

 

 

 

 

 

 



  

 

（１株当たり情報） 

前連結会計年度 

自 平成 21 年 4月 1 日 

至 平成 22 年 3月 31 日 

当連結会計年度 

自 平成 22 年 4月 1 日 

至 平成 23 年 3月 31 日 

１株当たり純資産額           1,675 円 56 銭 

  

１株当たり当期純利益             73 円 04 銭 

 

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

   

  

１株当たり純資産額           1,739 円 18 銭 

  

１株当たり当期純利益            82 円 86 銭 

 

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

   

  

 

 

 

 

 

  （注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

項目 

 

前連結会計年度 

自 平成 21 年 4月 1 日 

至 平成 22 年 3月 31 日 

当連結会計年度 

自 平成 22 年 4月 1 日 

至 平成 23 年 3月 31 日 

 当期純利益（百万円） 5,229 5,824  

 普通株主に帰属しない金額 

 （百万円） 
－ －

 普通株式に係る 

 当期純利益（百万円） 
5,229                     5,824

 普通株式の 

 期中平均株式数（千株） 
71,602 70,300

 

 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度（自 平成 21 年 4月 1日 至 平成 22 年 3月 31 日） 

 該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自 平成 22 年 4月 1日 至 平成 23 年 3月 31 日） 

 該当事項はありません。 

 

 

 

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書の配当に関する事項以外、連結キャッシュ・フロー計算書、

リース取引、関連当事者情報、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、企業結合等、資産除去債

務、賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略

します。 

 



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,029 7,755

受取手形 420 417

売掛金 14,568 14,626

有価証券 15,096 11,536

原材料及び貯蔵品 130 149

前払費用 214 207

繰延税金資産 817 766

未収入金 169 122

短期貸付金 324 249

その他 469 499

貸倒引当金 △7 △11

流動資産合計 39,233 36,319

固定資産   

有形固定資産   

建物 64,175 64,243

減価償却累計額 △35,992 △37,768

建物（純額） 28,182 26,475

構築物 10,408 10,406

減価償却累計額 △7,847 △8,244

構築物（純額） 2,560 2,161

機械及び装置 2,255 2,241

減価償却累計額 △1,860 △1,883

機械及び装置（純額） 395 357

車両運搬具 15,994 15,684

減価償却累計額 △14,850 △15,018

車両運搬具（純額） 1,144 666

工具、器具及び備品 2,232 2,303

減価償却累計額 △1,792 △1,959

工具、器具及び備品（純額） 440 344

土地 45,977 46,720

リース資産 8 8

減価償却累計額 △0 △2

リース資産（純額） 7 5

建設仮勘定 666 153

有形固定資産合計 79,374 76,883

無形固定資産   

借地権 657 657

電話加入権 48 48

その他 420 269

無形固定資産合計 1,125 975



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 19,406 17,615

関係会社株式 3,908 5,133

出資金 4 4

関係会社出資金 794 816

従業員に対する長期貸付金 4 1

関係会社長期貸付金 1,847 1,473

破産更生債権等 19 34

長期前払費用 464 486

差入保証金 431 370

その他 40 56

貸倒引当金 △50 △68

投資損失引当金 △24 △25

投資その他の資産合計 26,847 25,899

固定資産合計 107,347 103,758

資産合計 146,581 140,077

負債の部   

流動負債   

支払手形 979 1,090

買掛金 5,559 5,539

1年内返済予定の長期借入金 6,000 1,000

1年内償還予定の社債 400 5,400

リース債務 1 1

未払金 2,885 2,219

未払費用 283 271

未払法人税等 1,710 730

預り金 14,302 16,707

前受収益 57 61

賞与引当金 1,258 1,193

役員賞与引当金 74 66

災害損失引当金 － 224

設備関係支払手形 399 240

その他 1 1

流動負債合計 33,912 34,747

固定負債   

社債 16,200 10,800

長期借入金 11,000 10,000

リース債務 6 5

繰延税金負債 4,538 4,326

役員退職慰労引当金 658 629

その他 249 243

固定負債合計 32,652 26,005

負債合計 66,565 60,753



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,316 11,316

資本剰余金   

資本準備金 12,332 12,332

資本剰余金合計 12,332 12,332

利益剰余金   

利益準備金 1,426 1,426

その他利益剰余金   

配当準備積立金 50 50

固定資産圧縮積立金 1,106 1,099

別途積立金 47,450 49,800

繰越利益剰余金 3,880 3,497

利益剰余金合計 53,913 55,873

自己株式 △4,124 △6,128

株主資本合計 73,437 73,393

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 6,577 5,930

評価・換算差額等合計 6,577 5,930

純資産合計 80,015 79,324

負債純資産合計 146,581 140,077



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高   

運送収入 39,295 40,651

倉庫収入 12,535 12,679

梱包収入 16,780 18,266

その他の収入 2,892 3,500

売上高合計 71,503 75,097

売上原価   

運送原価 36,311 37,627

倉庫原価 10,186 9,803

梱包原価 14,987 16,422

その他の原価 2,431 2,984

売上原価合計 63,917 66,836

売上総利益 7,585 8,260

販売費及び一般管理費   

人件費 2,115 2,108

賞与引当金繰入額 135 123

役員賞与引当金繰入額 74 66

役員退職慰労引当金繰入額 86 68

退職給付費用 82 69

減価償却費 367 324

租税公課 290 253

旅費及び交通費 143 169

貸倒引当金繰入額 － 28

リース料 51 45

その他 452 415

販売費及び一般管理費合計 3,421 3,346

営業利益 4,164 4,914

営業外収益   

受取利息 100 85

有価証券利息 409 199

受取配当金 872 886

受取賃貸料 167 169

投資有価証券評価益 553 －

雑収入 357 356

営業外収益合計 2,461 1,697

営業外費用   

支払利息 190 124

社債利息 249 243

シンジケートローン手数料 3 1

為替差損 13 130

投資有価証券評価損 － 258

雑支出 21 113

営業外費用合計 478 870

経常利益 6,146 5,741



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 25 0

貸倒引当金戻入額 3 －

投資有価証券売却益 － 4

その他 － 0

特別利益合計 28 4

特別損失   

固定資産売却損 6 2

固定資産除却損 28 65

投資損失引当金繰入額 4 0

災害による損失 － 8

災害損失引当金繰入額 － 224

その他 － 0

特別損失合計 39 302

税引前当期純利益 6,135 5,443

法人税、住民税及び事業税 2,305 1,788

法人税等調整額 49 283

法人税等合計 2,354 2,071

当期純利益 3,781 3,372



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 11,316 11,316

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,316 11,316

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 12,332 12,332

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,332 12,332

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 1,426 1,426

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,426 1,426

その他利益剰余金   

配当準備積立金   

前期末残高 50 50

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 50 50

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 1,114 1,106

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △7 △7

当期変動額合計 △7 △7

当期末残高 1,106 1,099

別途積立金   

前期末残高 46,950 47,450

当期変動額   

別途積立金の積立 500 2,350

当期変動額合計 500 2,350

当期末残高 47,450 49,800

繰越利益剰余金   

前期末残高 1,880 3,880

当期変動額   

自己株式の処分 － △0

剰余金の配当 △1,288 △1,412

当期純利益 3,781 3,372

固定資産圧縮積立金の取崩 7 7

別途積立金の積立 △500 △2,350

当期変動額合計 1,999 △382

当期末残高 3,880 3,497



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △4,117 △4,124

当期変動額   

自己株式の処分 － 0

自己株式の取得 △7 △2,004

当期変動額合計 △7 △2,003

当期末残高 △4,124 △6,128

株主資本合計   

前期末残高 70,953 73,437

当期変動額   

自己株式の処分 － 0

自己株式の取得 △7 △2,004

剰余金の配当 △1,288 △1,412

当期純利益 3,781 3,372

当期変動額合計 2,484 △44

当期末残高 73,437 73,393

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 4,186 6,577

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,391 △647

当期変動額合計 2,391 △647

当期末残高 6,577 5,930

評価・換算差額等合計   

前期末残高 4,186 6,577

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,391 △647

当期変動額合計 2,391 △647

当期末残高 6,577 5,930

純資産合計   

前期末残高 75,139 80,015

当期変動額   

自己株式の処分 － 0

自己株式の取得 △7 △2,004

剰余金の配当 △1,288 △1,412

当期純利益 3,781 3,372

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,391 △647

当期変動額合計 4,876 △691

当期末残高 80,015 79,324



 

（4）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

 

６．その他 

（1）役員の異動（平成 23 年６月 29 日予定） 

① 代表取締役の異動 

該当事項はありません。 

   

② その他の役員の異動 

   １．新任取締役候補 

     該当事項はありません。 

 

   ２．退任予定取締役 

     取締役  増井 雅彦 （中越テック株式会社 代表取締役副社長の現職を継続予定） 

     取締役  岡本 賢二 （当社 執行役員就任予定） 

     取締役  田澤 雅博 （当社 執行役員就任予定） 

     取締役  深海  隆 （当社 執行役員就任予定） 

     取締役  杉本 直彦 （当社 執行役員就任予定） 

     取締役  中江 忠孝 （当社 執行役員就任予定） 

     取締役  筋野 佳之 （アイパック株式会社 代表取締役副社長就任予定） 

 

   ３．取締役の異動 

     代表取締役 相談役      黒岩 秀隆 （現 代表取締役会長） 

     代表取締役 社長執行役員   黒岩 正勝 （現 代表取締役社長） 

  代表取締役 副社長執行役員  黒岩 慶太 （現 代表取締役副社長） 

  取締役 常務執行役員     藤崎 繁実 （現 常務取締役） 

取締役 常務執行役員     加藤 善啓 （現 常務取締役） 

取締役 常務執行役員     長岡 敏巳 （現 常務取締役） 

 



 

   ４．執行役員体制 

 

氏  名 新 役 職 現 役 職 

黒 岩 正 勝 代表取締役 社長執行役員 代表取締役社長 

黒 岩 慶 太 代表取締役 副社長執行役員 代表取締役副社長 

藤 崎 繁 実 取締役 常務執行役員 常務取締役 

 輸送安全管理室長 輸送安全管理室長 

加 藤 善 啓 取締役 常務執行役員 常務取締役 

 第四営業部長 第四営業部長 

長 岡 敏 巳 取締役 常務執行役員 常務取締役 

 国際営業部長 国際営業部長 

岡 本 賢 二 執行役員 取締役 

 NK PARTS INDUSTRIES, INC. 会長 NK PARTS INDUSTRIES, INC. 会長 

 NK BRASIL LOGISTICA LTDA. 社長 NK BRASIL LOGISTICA LTDA. 社長 

田 澤 雅 博 執行役員 九州事業部長 取締役 九州事業部長 

深 海    隆 執行役員 取締役 

 日梱物流（中国）有限公司 総経理 日梱物流（中国）有限公司 総経理 

栗 栖    隆 取締役 執行役員 取締役 

 人事部長 兼 法務部長 兼 情報管理部長 

兼 経営企画室長 兼 業務改善委員会委

員長 

人事部長 兼 法務部長 兼 情報管理部長 

兼 経営企画室長 兼 業務改善委員会委 

員長 

佐 野 恭 行 取締役 執行役員 取締役 

 総務部長 兼 リスク管理室長 総務部長 兼 リスク管理室長 

杉 本 直 彦 執行役員 関東事業部長 取締役 関東事業部長 

中 江 忠 孝 執行役員 中部事業部長 取締役 中部事業部長 

 執行役員 関西事業部長 兼 大阪事務所長 兼 

 関西事業部長 兼 大阪事務所長 兼 第三営業部長 

 第三営業部長 

川 口 敏 昭 執行役員 東北事業部長 富田－日梱儲運（広州）有限公司 

  総経理 

齋 藤 清 市 執行役員 A.N.I. LOGISTICS, LTD. 社長 

 A.N.I. LOGISTICS, LTD. 社長 NIPPON KONPO (THAILAND) CO., LTD 社長

 NIPPON KONPO (THAILAND) CO., LTD 社長  

大 岡 誠 司 執行役員 東京事業部長 兼 梱包営業部長 

 東京事業部長 兼 梱包営業部長  

江 原 勝 雅 執行役員 埼玉事業部長 埼玉事業部長 
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